
１１１１　　　　総括 総括 総括 総括 

 (1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

 (2) 職員給与費(2) 職員給与費(2) 職員給与費(2) 職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

（注）２　職員数は、平成28年4月1日現在の人数です。

(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年4月1日現在各年4月1日現在各年4月1日現在各年4月1日現在））））

    （注）１     「ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数」とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

　　　　　　ため、国の職員数（構成）を用いて学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　　　  適用職員の俸給月額を100として計算した際の指数です。

　　（注）２　「類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均」とは、人口規模、産業構造が類似している地方公共団体を類型化し、そのラス

　　　　　　パイレス指数を平均したものです。

　　　　　　　平成28年の本市の類型区分は「Ⅲ-3（人口10～15万人かつ第3次産業就業者比率が65%以上）」で

　　　　　　あり、全国にある1722の地方公共団体のうち36の団体が本市と同じ「Ⅲ-3」に該当します。

　　（注）３　平成25年は、国家公務員の時限的（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がなかった

　　　　　　ものとした場合の値です。
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２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成28年4月1日現在平成28年4月1日現在平成28年4月1日現在平成28年4月1日現在））））

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

 (1) 職員 (1) 職員 (1) 職員 (1) 職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技 能 職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成25～27年の3か年平均）

　　　　③　教 育 職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

区　 分 平均年齢 平均給与月額

※ 技能職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。(民間においては、アルバ

イト・パート等短期的雇用を含んでいます。）

－
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-

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータについては、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤

勉手当、民間においては、前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値となっています。
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(2) 職員(2) 職員(2) 職員(2) 職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注） 税務職、栄養士、看護・保健職、福祉職、教育職には一般行政職と同じ金額が支給されています。

(3) 職員(3) 職員(3) 職員(3) 職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

(1) 一般行政職(1) 一般行政職(1) 一般行政職(1) 一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

（注）１　生駒市の一般職の職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

（注）２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

一般行政職

324,916               

区　　　　分

消　防　職

経験年数15年

71 16.7

％
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-

高　校　卒

高　校　卒 -

区　　　       分

技　能　職
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高　校　卒

区　分

大　学　卒
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国
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％
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％
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人
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人

％

人
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-
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-
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-
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(2) 昇給(2) 昇給(2) 昇給(2) 昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

１　勤務成績の実施状況

平成21年度から管理職職員を対象として勤務評価を、平成26年度からは全職員を対象として人事評価制度を導入し、

目標達成度評価及び職務行動評価を行っています。

２　昇給への勤務成績の反映状況

　 人事評価制度における職務行動評価（S・A・B・C・Dの5段階）に基づき、55歳を超える職員に対して、評語がAの場合は

1号、Sの場合は2号昇給させています。

５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

(1) 期末手当(1) 期末手当(1) 期末手当(1) 期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

（平成27年度 （平成27年度

      1人当たり平均支給額）       1人当たり平均支給額）

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　　　職務の級等による加算措置 　　　職務の級等による加算措置 　　　職務の級等による加算措置

　・ 役職加算　　5～20％ 　・ 役職加算　　5～20％ 　・ 役職加算　　5～20％

　・ 管理職加算　　52,000～95,000円 　・ 管理職加算　　10～20％ 　・ 管理職加算　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】

１１１１　　　　勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

平成21年度から実施に向けた事前研修等を実施しています。

２２２２　　　　昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

　 管理職に対して、人事評価の結果に基づき勤勉手当を支給しました。

0.75 0.75

千円

　職制上の段階、

1.5

1,576

1.5

生　　　　駒　　　　市 奈　　　　良　　　　県

2.6

―

国

1.45 1.45

　職制上の段階、

0.75

1.5

1,679 千円

2.62.6

　職制上の段階、

1.45
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13.2%

1級
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(2) 退職手当(2) 退職手当(2) 退職手当(2) 退職手当 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

1人当たり

平均支給額

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

千円

千円

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

千円

　円

　％

日額 300円

1回 1,200円

1回 2,000円

日額 400円

月額 1,000円

1回 500円

月額 2,000円

月額・給料月額の100分の4

日額 1,000円

(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

支給実績（平成27年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 円

支給実績（平成26年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 円

定年前早期退職特例措置

3,587 千円 23,370

41.325

支給実績（平成27年度決算）

千円

34.5825

49.59

49.59

25.55625

34.5825

20.445

29.145

生　　　　駒　　　　市 国

817

その他の加算措置

25.55625

49.59

支給率

913,200

国の制度（支給率）

198,146

631,200

その他の加算措置

                       （3～45％加算）

定年前早期退職特例措置

49.59

支給対象地域

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

健康課職員

都市整備部職員

支給実績（平成27年度決算）

感染症対策業務手当

土木職員等

6

消防防災手当

保健指導訪問

左記職員に対する支給単価

福祉事務所職員

258,000

手当の名称

全市域

技術管理手当

災害派遣業務手当

保育手当

行旅病人等取扱手当

主な支給対象業務

16.3

8 種類

204,377

福祉事務所職員

6

保育士及び幼稚園教諭

主な支給対象職員

消防職員

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

49.59

206,734

環境衛生業務手当 清掃技能職員

訪問指導手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

手当の種類（手当数）

105,600

支給対象職員数

15,758

救急救命士の資格を有した者

災害救助法適用団体での従事

感染症汚染消毒業務

行旅病人等の収容

ごみ処理作業

火災等での出動業務

資格免許等の職務使用

保育業務に従事

20.445

29.145

41.325

49.59

                       （2～45％加算）
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(6) その(6) その(6) その(6) その他他他他のののの手当手当手当手当 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

円

円

円

円

６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

任期終了時

任期終了時

-

-

500,000

792,000

610,000

市 長

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、    

550,000

副 市 長

3.15

議 長

(注）１

退

職

手

当

給料、報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                    

　　（平成27年度支給割合）

500,000

550,000

同　じ

国の制度と

異なる内容

配偶者　　　　　　　13,000円

子供その他の親族

　　　　　　　　　　　　 6,500円

配偶者のない職員の

扶養親族の1人目のみ

            　         11,000円

満16歳の年度初～

　満22歳の年度末までの子

　　  　　  5,000円/人を加算

市 長

46,300～

139,300円

交通機関利用者：

全額支給限度額　55,000円

（6か月定期分支給）

自動車等利用者：

2km以上で5kmごとに13段

階の区分（最高限度額

31,600円）

部長級　95,000円

次長級　80,000円

課長級・参事　75,000円

主幹級　54,000円

課長補佐級　52,000円

市長、副市長の退職手当は、平成23年4月から25％減額しています。

　　（平成27年度支給割合）

954,000

954,000

給料月額×勤続月数×50/100×0.75

内容及び支給単価

市 長

副 市 長 3.15

議 員

610,000

1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額を示しています。

国の制度

との異同

給　料　月　額　等

給料月額×勤続月数×35/100×0.75

同　じ

一部異なる

9,979,200円

備　　　　考

792,000副 市 長

議 員

副 議 長

副 議 長

区　　分

報

酬

給

料

千円

管理職手当

借家：最高支給限度額

27,000円

同　じ

17,172,000円

手　当　名

期

末

手

当

住居手当

千円

千円

-

議 長

扶養手当

通勤手当

(注）２

(注）3

千円

108,000

246,000

309,600

支給実績

（平成27年度決算）

753,600120,411

96,472

31,853

75,913

支給職員1人当たり

平均支給年額

（平成27年度決算）
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７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

　(1) 部門別職員数(1) 部門別職員数(1) 部門別職員数(1) 部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

（注）２　【　　】内は、条例定数の合計です。

主 な 増 減 理 由

01

-4

欠員不補充

-5

37.7

合　　計

91

小　 計

衛   生

土   木

商   工 課の新設・業務増7

普

通

会

計

部

門

1

小 計

公

営

企

業

等

農林水産

86

56

19

140

105

8

12

8

38

民   生

計

135

教育部門

水 道

0

業務増

62

455

5

欠員不補充

消防部門

36

726

欠員不補充

欠員不補充

＜参考＞

135

9

欠員不補充

36

0

87

平成28年

職 員 数

2

-3

-1

0

39

0

8

平成27年

107

労   働

総   務

0

-1

一

般

行

政

部

門

対前年

増減数

税   務

34

0

-3

136

会

計

部

門

議　 会

-1

欠員不補充

0

-6

140

60.1

-2457

731

139

＜参考＞

38

1

【0】

業務増

821

67.6

＜参考＞

16

【840】

817

4

90

そ の 他

病 院

下 水 道

【840】
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(2) 年齢別職員構成(2) 年齢別職員構成(2) 年齢別職員構成(2) 年齢別職員構成のののの状況状況状況状況 （（（（平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日平成28年4月1日））））

　

(3)　(3)　(3)　(3)　職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

▲ 43

135       137       

136       

総  合  計

140       

830       825       860       

89         91         

140       133       

735       

847       

768       

135       消　 防

143       

456       

726       

821       

455       

739       758       

467       

▲ 1

平 成

26年度

平 成

27年度

457       

161       

90         

817       

90         91         

▲ 30

0

▲ 12

135       

731       ▲ 42

457       

145       

公営企業等会計 計

教　 育

92         

166       

普通会計 計

部 門 別

平 成

23年度

一 般 行 政

平 成

28年度

817

60歳以上 計

44歳～

47歳

44

人

過去5年間の

増減数

平 成

24年度

48歳～

51歳

52歳～

55歳

56歳～

59歳

28歳～

31歳

112 94 105 0

20歳～

23歳

61 70

人

24歳～

27歳

32歳～

35歳

36歳～

39歳

40歳～

43歳

459       

人

104 126

平 成

25年度

62

人人 人 人 人 人人

職 員 数

人 人 人

20歳未満区  分

0 39

0.0

4.8

7.5

8.6

5.4

7.6

12.7

15.4

13.7

11.5

12.9

0.00.0

2.0

4.5

4.9

7.7

13.6

16.9

12.0
10.9

14.9

12.3

0.1

20歳未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60歳以上

構成比

５年前の構成比

（（（（%%%%））））
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８８８８　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

　(1)　(1)　(1)　(1)　水道事業水道事業水道事業水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。

（注） ２　職員数は、平成27年3月31日現在の人数であり、水道事業管理者、再任用職員を含んでいます。

イ　 特記事項　　　な　し

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 （平成28年4月1日）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分) 月分) 月分) 月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・ 役職加算　　5～20％ 　・ 役職加算　　5～20％

　・ 管理職加算　　52,000円～95,000円 　・ 管理職加算　　52,000円～95,000円

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当 （平成28年4月1日）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の その他の

   加算措置      加算措置

1人当たり 千円 千円 1人当たり

    平均支給額     平均支給額

ウ　地域手当 （平成28年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

職員給与費比率

Ｂ

総費用に占める

300,1212,448,929

　　計　　Ｂ給　 料 職員手当

6

支給対象地域 支給率

45.59

268,200支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

45全  市  域

一般行政職の制度（支給率）

41.325

定年前早期退職特例措置

49.59

　　　　　　　　　　（3～45%加算）

支給対象職員数

6

12,069支給実績（平成27年度決算）

45.5949.59 49.59

20.445

生 駒 市 （一般行政職）

29.145

41.325

定年前早期退職特例措置

34.5825

49.59

29.145 34.5825

(0.75(1.45

2.6

25.55625 25.55625

(1.45 (0.75

1,679

48.5 519,744

1.5

生 駒 市 （水道事業）

20.445

平 成

27年度

（平成27年度

生 駒 市 （一般行政職）

6,669

（注）２　団体平均とは、全国市町村の水道事業の平均です。

団 体 平 均 326,375

生  駒  市

（水 道 事 業）

（平成27年度

生 駒 市 （水道事業）

区　　分

357,280

給与費 B/A

千円

46.1

千円 　　　　　千円

12.3

区　分

平均月収額

千円

Ａ 

職 員 数

千円

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人

千円

期末・勤勉手当

375,272

Ｂ／Ａ

％

190,73645

平 成

27年度

300,121

千円

23,370 千円

33,249

416,230

基  本  給

76,136

平 均 年 齢

1,692

2.61.5

千円 ％

　（参考）

平成26年度の総費用に占める

職員給与費比率

Ａ

      1人当たり平均支給額）

職員給与費純損益又は

実質収支

総 費 用

区 分

10.3

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　　　　　　　　　（3～45%加算）

-     22,506

      1人当たり平均支給額）

3,587 千円
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エ　特殊勤務手当 （平成28年4月1日）

支給実績（平成27年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度） 　％

手当の種類（手当数） 種類

左記職員に対する支給単価

月額 2,000円

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当 （平成28年4月1日）

円

円

円

円

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

定員については、市長部局において一括で管理しています。

水道事業職員

千円

同　じ -

同　じ

支給実績（平成26年度決算）

135,666支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

扶養手当 同　じ

73,757支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

配偶者　　　　　　　13,000円

子供その他の親族

　　　　　　　　　　　　 6,500円

配偶者のない職員の

扶養親族の1人目のみ

            　         11,000円

満16歳の年度初～

　満22歳の年度末までの子

　　  　　  5,000円/人を加算

同　じ

借家：最高支給限度額

27,000円

内容及び支給単価

住居手当

一般行政職

の制度との

異同

管理職手当

通勤手当

702,852

117,659-

千円

交通機関利用者：

全額支給限度額１か月当たり

55,000円（6か月定期分支給）

自動車等利用者：

2km以上で5kmごとに13段階の

区分（最高限度額 31,600円）

部長級　95,000円

次長級　80,000円

課長級・参事　75,000円

主幹級　54,000円

課長補佐級　52,000円

4,824

4,920

災害救助法適用の市町村

内において支援に関する事

務に従事した職員

219,000

324,000

5,256

（平成27年度決算）

1,296

支給職員1人当たり

平均支給年額

千円

千円

0.0

一般行政職

の制度と

異なる内容

支給実績（平成27年度決算） 4,884

手当の名称 主な支給対象職員

資格免許等の職務使用

災害派遣業務手当 水道事業職員

2,729

0

-

-

2

主な支給対象業務

技術管理手当

0

日額 1,000円

（心身に著しい負担を与える業

務に従事したと管理者が認める

場合は1,000円を加算する）

手　当　名

支給実績

（平成27年度決算）
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